
事 業 概 況 （令和４年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,402 億円で、前年同期に比べ

て2.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,154億円で48.9％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,405億円で31.9％を占めている。以下、休業補償給付が13.2％、障害補償一時金が3.5％、介護補償給付が1.1％、

遺族補償一時金が1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が18.0％増、休業補償給付が2.4％増とな

っているのに対し、二次健康診断等給付が12.6％減、障害補償一時金が8.5％減、葬祭料が7.2％減、年金等給付が3.0％

減、療養補償給付が2.5％減、介護補償給付が0.4％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,444 億円で 32.8％、「建設事業」が 1,221 億円で

27.7％、「製造業」が1,015億円で 23.1％となっている。以下、「運輸業」が11.0％、「鉱業」が2.9％、「林業」が1.5％、

「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ1.5％増

となっているのに対し、「漁業」が10.1％減、「鉱業」が7.8％減、「林業」が6.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事

業」が4.2％減、「建設事業」及び「製造業」がそれぞれ3.7％減、「運輸業」が3.3％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 450,145,504 100.0 0.7 △    440,246,389 100.0 2.2 △    

療 養 補 償 給 付 144,096,588 32.0 2.2 140,518,954 31.9 2.5 △    

休 業 補 償 給 付 56,751,233 12.6 2.1 △    58,099,416 13.2 2.4

障 害 補 償 一 時 金 17,077,492 3.8 1.5 △    15,618,074 3.5 8.5 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,602,466 0.8 9.2 △    4,251,595 1.0 18.0

葬 祭 料 1,046,714 0.2 6.2 △    971,184 0.2 7.2 △    

介 護 補 償 給 付 4,643,402 1.0 1.6 △    4,625,220 1.1 0.4 △    

年 金 等 給 付 222,013,906 49.3 2.0 △    215,363,526 48.9 3.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 913,702 0.2 44.2 798,420 0.2 12.6 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　3年10月末 令和4年度　4年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,193億円で55.4％と最も大きく、次いで障害補

償年金が823億円で38.2％、傷病補償年金が137億円で6.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 706 億円で 32.8％、「製造業」が 606 億円で 28.1％、

「その他の事業」が455億円で 21.1％となっている。以下、「運輸業」が11.1％、「鉱業」が4.2％、「林業」が1.7％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 450,145,504 100.0 0.7 △    440,246,389 100.0 2.2 △    

林 業 7,260,617 1.6 3.6 △    6,779,949 1.5 6.6 △    

漁 業 1,338,199 0.3 1.6 1,203,083 0.3 10.1 △   

鉱 業 13,902,830 3.1 8.6 △    12,822,750 2.9 7.8 △    

建 設 事 業 126,804,486 28.2 2.7 △    122,126,879 27.7 3.7 △    

製 造 業 105,476,874 23.4 2.3 △    101,522,411 23.1 3.7 △    

運 輸 業 50,097,090 11.1 0.1 48,429,018 11.0 3.3 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,032,142 0.2 3.3 988,461 0.2 4.2 △    

そ の 他 の 事 業 142,322,444 31.6 3.0 144,433,449 32.8 1.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,910,821 0.4 1.9 △    1,940,387 0.4 1.5

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　3年10月末 令和4年度　4年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和4年度　4年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 82,347,800 119,305,932 13,709,794 215,363,526 100.0

林 業 1,060,475 2,473,090 143,795 3,677,360 1.7

漁 業 210,390 658,708 14,474 883,572 0.4

鉱 業 841,895 6,976,542 1,273,975 9,092,412 4.2

建 設 事 業 22,224,544 43,382,630 4,949,463 70,556,637 32.8

製 造 業 29,644,326 28,473,758 2,461,303 60,579,387 28.1

運 輸 業 9,089,308 13,493,871 1,337,651 23,920,830 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
134,815 402,840 38,774 576,429 0.3

そ の 他 の 事 業 18,946,730 23,049,975 3,473,819 45,470,524 21.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 195,317 394,518 16,539 606,374 0.3

構 成 比 38.2% 55.4% 6.4% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年 10 月末現在における保険料徴収決定済額は 8,775 億円で、前年同期に比

べて4.6％増となっている。保険料収納済額は4,114億円で、前年同期に比べて6.7％増となっている。また、収納率につ

いてみると46.9％となっており、前年同期に比べて0.9ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,381億円で49.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,770 億円で 20.2％、「製造業」が 1,612 億円で 18.4％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度

　業　種 3年10月末 4年10月末 3年10月末 4年10月末 3年10月末 4年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 839,288,102 877,513,826 100.0 4.6 385,724,168 411,417,410 100.0 6.7 46.0 46.9

林 業 5,543,241 5,686,300 0.6 2.6 2,783,953 2,863,867 0.7 2.9 50.2 50.4

漁 業 1,799,211 1,870,374 0.2 4.0 795,648 857,814 0.2 7.8 44.2 45.9

鉱 業 2,521,146 2,591,003 0.3 2.8 1,073,055 1,104,017 0.3 2.9 42.6 42.6

建 設 事 業 168,830,925 177,034,222 20.2 4.9 84,603,446 89,470,742 21.7 5.8 50.1 50.5

製 造 業 151,702,922 161,153,608 18.4 6.2 61,149,139 68,923,296 16.8 12.7 40.3 42.8

運 輸 業 75,149,211 75,674,467 8.6 0.7 28,996,830 29,485,944 7.2 1.7 38.6 39.0

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,201,528 2,370,257 0.3 7.7 872,203 992,762 0.2 13.8 39.6 41.9

そ の 他 の 事 業 418,279,922 438,080,484 49.9 4.7 199,742,729 212,042,231 51.5 6.2 47.8 48.4

船舶所有者の 事業 13,259,996 13,053,110 1.5 1.6 △   5,707,165 5,676,738 1.4 0.5 △   43.0 43.5

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


